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薬事・食品衛生審議会薬事分科会

平成22年度 第 1回血液事業部会 議事次第

日時:平成22年 12月 28日 (火)10:00～ 12:00

場所:厚生労働省共用第8会議室(6階 )

議題 :

議題¬一¬ 平成22年度献血推進調査会の審議結果について
議題1-2 平成23年度の献血の推進に関する計画 (案 )について
議題2-1 血漿分画製剤の供給のあり方に関する検討会について
議題2-2 平成23年度の血液製剤の安定供給に関する計画(需給計画)(案 )

について

議 題 3 平成22年度安全技術調査会の審議結果について
議 題 4 平成22年度適正使用調査会の審議結果について
議 題 5 平成22年度運営委員会の審議結果について
議 題 6 その他

酉己イ寸資米斗:

委員名簿

議題 1関連 :

資料 コー¬  献血推進調査会の報告
資料 1-2  平成23年度の献血の推進に関する計画(案 )

議題 2関連 :

資 料 2-可  血漿分画製剤の供給のあり方に関する検討会 第¬回会合(概要)
資 料 2-2 平成23年度の血液製剤の安定供給に関する計画(需給計画)(案 )
資 料 2-3 平成23年度の原料血漿確保目標量(案 )について
資 料 2-4 平成23年度都道府県別原料血漿確保目標量 (案)について
資 料 2-5 平成21年度需給計画の実施状況(報告)
資 料 2-6 平成22年度需給計画の上半期の実施状況(報告)
(参考資料2-1)需 給計画の状況(平成20年度～平成22年度)
(参考資料2-2)平 成22年度需要見込関連表
(参考資料2-3)血 漿分画製剤の自給率の推移(供給量ベース)【実績】
(参考資料2-4)主 な典漿分画製斉1の自給率の推移(供給量ベース)
(参考資料2-5)ア ルブミン製剤の供給量 (遺伝子組換え型含む)と自給率
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(参考資料2-6)免 疫グロブリン製斉1の供給量と自給率
血液事業部会 委員名簿(参考資料2-7)血 液凝固第Ⅷ因子製剤の供給量 (遺伝子組換え型含む)と国内

血漿由来製剤の割合

氏  名    ら、りがな               現  職

言義題 3関連 :                                                       朝 倉 正 博  あさくら まさひろ  医療法人博栄会理事長

資料 3-¬ 血液製剤のウイルスに対する安全性確保を目的とした核酸増幅検査            
稲 田 英 一 いなだ えいいち  順天堂大学医学吉「教授

(NAT)に必要とされる検出限界値について                            ○ 大 石  了 三  おおいし りょうぞう 国立大学法人九11大学医学部附属病院教授薬剤部長
資料3-2 諸外国におけるNAT検出感度について

大  戸  斉  おおと ひとし   福島県立医科大学輸血,移植免疫部教授
資料3-3 日本赤十字社で使用しているNATの感度について
資料3-4 卜血液製剤のウイルスに対する安全性確保を目的とした核酸増幅検査              大 平 勝 美  おおひら かつみ  はばたき福祉事業団理事長

(NAT)に必要とされる検出限界値 (案 )」に関する意見募集について                 岡 田 義 日召 おかだ ょしあき  国立感染症研究所血液 安全性研究部第一室長

4ヽ 幡 純 子  おばた じゅんこ  上智大学法科大学院長
議題 4関連 :

佐 川 公 矯  さがわ きみたか  久留米大学医学部附属病院臨床検査部教授
資料4-¬  2009年輸血業務・輸血製剤年間使用量に関する総合的調査報告書               嶋  緑 倫 しま みどり    奈良県立医科大学小児科教授
資料4-2 「輸血療法の実施に関する指針」改定案について
資料4-3 「血液製剤の使用指針」改定案について                          鈴 木 邦 彦 すずき ぐこひこ  社団法人日本医OT会常任理lI

◎ 高 橋 孝 喜 たNましこうき  貫
立大学法人事京大学医学部附属病院輸血15教授輸ヽ血部

議題 5関連 : 中 村 雅 美  なかむらまさみ  江戸川大学メディアコミュニケーション学部情報文化学科教授
資料5-1 血液製剤及び献血に関する感染症報告事項について                     花 井 十 伍 はない じゅうご  ネットヮーク医療と人権理事
資料5-2 XMRVに 関する報告について

半  田  誠  はんだ まこと   座lF義塾大学医学部輸血細1包療法部長資料5-3 第63回 WHO総会決議について
資料5-4 研究開発等における血液製剤の使用に関する指針の策定について               幕 内 雅 敏  まくうち まさとし  日本赤十字社医療センター長
資料5-5 血液事業の広域運営体制について 三 谷 絹 子  みたに きぬこ   獨協医科大学血液内科教1受 輸血部長
資料5-6 血小板製剤に対する感染性因子低減化 (不活化)技術の導入準備等に             三村 優美子 みむら ゆみこ  青山学院大学経営学部教授ついて

資料5-フ  フィブリノゲン製剤等に関する報告について                              山 ロ ー 成  やまぐち んヽずなり 国立感染症研究所血液 安全性研究部客員研究員

参考資料1 血小板製剤に対する感染症因子低減化血小板の臨床試験に関する文             
山 口 照 英  やまぐち てるひで 撃翼聟躊聟野談 if療

機器総合機構 生物系審査第一音
l

献集                                                  吉 澤 浩 司 よしざわ ひろし  広島大学名誉教授
参考資料2 血小板製剤に対する感染症因子低減化血小板の市販後調査及び観察             渡 退 治 雄  わたなべ はるお  国立感染症研究所長

研究に関する文献集

参考資料3 感染因子低減化技術導入に係る費用対効果分析に関する文献集                                           (計 21名 ,氏名五十音順)

◎部会長 ○部会長代理
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平成 22年度血液事業部会献血推進調査会

9月 30日 (木 )

11月 9日 (火 )

長期需給シミュレーションについて

新たな中期目標の設定について

平成 23年度献血推進計画案の策定について

献血推進調査会 設置要綱

¬ 目的
安全な血液製剤の安定供給の確保等に関する法律 (昭 和 31年 法律第
160号 )に おいて、血液製剤の安定供給が求め られている。
そのためには、将来にわた って安定的に献血者 を確保す ることが必

要不可欠であることか ら、献血推進方策に係 る諸事 項 を調査・審議す

る ことを目的 と して、薬事分科会規程第 4条 に基づ き、血液事業部会
の下に 「献血推進調査会」 を設置す る。

2 調査会の審議事項
(1)献血推進に関する中長期目標の設定及びその達成1夫況の評価
(2)普及啓発活動に関する検討及び効果の検証
(3)「献血推進計画」案の策定

(4)その他、献典推進に関する事項

3 調査会の組織
(¬ )調査会の委員|よ、部会の委員、臨時委員及び専門委員の中から分科会長が
指名する 15名 程度の委員をもって構成し、互選により座長を 1名選出する。
(2)調査審議にあたっては、議題の内容等に応じて、部会長の判断により他の
委員または参考人に出席を求めることができる。

(3)調査会における審議結果については、必要に応じ血液事業部会べ報告する
こととする。

4 調査会のスケジュール   、
年2回程度の開催とする。

5 事務局               :
調査会の事務は、医薬食品局血液対策課が行う。

6 その他
この要綱に定めるもののほか、調査会の運営に関して重要な事項は座長が定める。

「献血構造改革」の結果について

5.普及啓発活動の評価について

置要綱  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 2

委員名簿  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3

献血者数の推移 (平成 6年度～平成 21年度) 。,4

「献血構造改革」の結果について  。・・・・・・ 5

長期需給シミュレーション  ・・・・・・・・・・6

実献血率の推移 (平成 17年度～平成 21年度)・ ・ 14

新たな中期日標について～献血推進 2014～  ・・ 15



氏  名    ら、りがな

献血推進調査会委員名簿

現  職

宇 者F木  伸  うつぎ しん  元東海大学専門職大学院実務法学研究科教授
○ 衛  藤   隆  えとう たかし  彗拿編鮭鱗発曇留

財団母子愛育会 日本子ども家庭総合研究所

大 平  勝 美  おおひら かつみ 社会福祉法人はばたき福祉事業団理事長
′
lヽ 山  信 号爾 こやま のぶや 東邦大学医学部外科講座心臓血管外科教授
鈴 木  邦 彦  すずき くにひこ 社団法人日本医師会常任理事

竹 下  明 裕  たけした ぁきひろ国立大学法人浜松医科大学医学部准教授・輸血細胞治療部長
田 中 里 沙  たなか りさ  株式会社宣伝会議編集室長

寺 田 義 不日 てらだ よしかず
鑑 員絵雇 髯 聾 種 肇

鋤 区ガバナー協議会

花 井  十 伍  はない じゅぅご 特定非営利活動法人ネットヮーク医療と人権理事
早  坂  樹  はゃさか たっき 全国学生献血推進実行委員会委員長

堀 田 美 枝 子  ほっ■ みえこ 埼玉県立浦和西高等学校養護教諭
村 山  雪 絵  むらやま ゆきえ 山形県健康福祉部保健薬務課薬務主査
室 井  ― 男  むろい かずお 自治医科大学附属病院輸血 細胞移植部教授
山 ラト シ ュゥ  ゃまもと しゅぅ ラジオD」

○座長
(計 14名 ,氏名五十音順 )

献血者数の推移
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「献血構造改革Jの結果について

平成 22年 11月 9日
1 経緯
少子高齢社会におけぅ血液の安定した供給体制を構築するため、平成 17年度から、
以下の 3つ Q達成目標を掲げ、

「献血構造改革」を推進してきた。

項 目 目標 H17年度 H21年度

(1)若 年層の献血者数の1曽加
10代、20代 を献血者全体

の 40%ま で上昇させる
33 4% 26 8%

(2)安定的な集団献血の確保
集団献血等に協力する企

業を倍増させる
24,220ネ土 43.193社

(3)複 数回献血の増加
複数回献血者を献血者全

体の 35%ま で上昇させる
27 60/・ 31 3%

(1)若年層の献血者数については、様々な取組みにも関わらず、平成 17年度に比較
し、むしろ減少する結果となつた。この要因として、10代、20代の人口の減少が
挙げられるが、10代 IFつ いては人口減少の速度を上回る速度で献血者が減少して
おり (10代の献血率 :平成 17年度 81%→平成 21年度 60%)、 献血に触れあう
機会の減少等が影響しているものと考えられる。一方で 20代については、平成
19年度まで減少傾向が続いたが、平成 20、 21年度の献血率は、前年を上回る結
果となった。今後、若年層の献血者減少の要因をより詳細に分析・評価するとと
もに、10代へ効果的な働きかけを行うことが、重要な課題となる。

(2)企業献血については、目標値に到達しなかつたものの、厳しい経済環境下にも
関わらず、順調に増加してきた。「献血サポーターロゴマーク」についても、平成
18年度末の 1,454社から平成 21年度末にはo,130社 まで配布企業が増加してぃ
る。安定的な集団献血を確保する観点から、献血にご協力いただける企業を増や
すことは、引き続き重要な取組みとなる。

(3)複数回献血者については、目標値に到達しなからたものの、着実に増加してき
た。安定体給のみならず、血液の安全性の向上の観点からも、複数回献血者を更
に増加させることは、重要な取組みとなる。

3 今後の取組み
献血構造改革の結果を踏まえ、新たな中期目標のもと、引き続き献血推進に取り
組むこととする。
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わ―が国の年代別献血可能人口|の推移
出生率中位(死亡率中位)の場合

300鞠００Ｔ，

傍
２
，
０

佛給予観1数と鮨鮮師蟻鈍勧鷹鑢 の
シミュレ‐ション

■■ 輪血用血液製剤の供給予測数 (換算本数)【左軸】
l― 分画製剤用原料血漿の確保目標量の予測 (リットル)【右軸】
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注)将来人口推移は厚生労働省人日問題研究所の「平成 18年 日本の11来推計人口」に基づく。
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出生率中位(死亡率中位)の場合

必要献血者延べ人数の推計値

献血不足者数
献血率59%ω009年実績値)で推移した場合の献血者延べ人数の推計値
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必要1献血1者延べ:人数の
ョン(II)

※ 2009年の年代別●血率(=献血者延べ人数/年代別人口) 出生率中位(死亡率中位)の場合
60代 :1.8%
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必要献血者延べ人数
献血率59%(2009年実績)で推移した場合の献血者延べ人数
各年代献血率 (2009年 実績※)で推移した場合の献血者延べ人数
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彗献m率のシミュレ‐ション

16-19歳の目標献血率
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実献血率'の推移 (16～ 22歳 )

17   18   19   20   21 年度

'各 年齢の実献血者数■各年齢の総人口(%)

実献血率・の推移 (年代別)

17     18     19     20

'各 年代の実献血者数■各年代の総人口(%)

25,0%

2027年には、16‐ 19歳の献血率を13,0%、 20代の献血率を14,9%まで
引き上ける必要があるという推計になる。
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献血推進に係る新たな中期目標について

～献血推進 2014～

平成 22年 11月 9日

¬.背景及び目的

癖気やけがで血液を必要とする方が我が国には数多くおられるが、これらの血液

は、国民の善意による無償の献血により支えられている。我が国の献血者は昭和 60

年度には延バ約 876万 人を数えたが、その後減少の―途をたどり、平成 19年度には

約 496万 人まで低下した。その後、平成 17年度から5ヶ年の目標を立て実施した「献
血構造改革」の取組み等により、平成 21年度|11ま約 530万人まで回復したものの、
10代の献血率は依然低下傾向が続いており、高齢化により血液の需要の増加が見込

まれる将来の安定供給が危ぶまれる状況にある。

日本赤十字社が実施した血液需給将来推計シミュレーションでは、現在の献血率
(献血可能人口の献典率 59%)の まま少子高齢社会が進展すると、需要がピーク
を迎える平成 39年 (2027年 )には、献血者約 101万人分の血液が不足することが
示された。

こうし■状況を踏まえ、将来に亘り血液の安定供給を行える体制を確保するため、

平成 26年 (2014年 )度 までの達成目標を以下の通り設定し、献血の推進を一層強
力に実施することとする。 [献血推進 2014]

(注 1)10代 とは献血可能年齢である16～ 19歳を指す。

3 重点的な取組みについて
上記の目標を達成するため、以下に掲げる事項に重点的に取り組む。  |

① 献血の意義を明確に理解していただく。
献血の意義や、献血血液の医療現場での使用状況について、国民が広く理解し

ているとは言い難い状況にあり、また、その理解を進めることが、献血意識を高め

ることにつながることが示されている。献血推進にあたっては、献血の意義を国民

に十分理解していただくことに努めるとともに、受血者の顔が見える取組みを一層

強化する。

② 安定供給につながる若年層への対策に力を入れる。
10代、20代の献血者は、今後長期にわたり我が国の輸血医療を支える重要な世

代である。          |

|)10代への働きかけ

10代は、多くの献血者が人生で初めて献血を経験する世代である。平成 23年

4月 1日 の採血基準の改定及び平成 21年 7月 改訂高等学校学習指導要領解説保

健体育編における「献血」に関する記載を踏まえ、10代の方々に献血の意義を
よく理解していただき、初めての献血を安心して行つていただける環境の整備を
一層図る。さらに、200ml献血のあり方について、医療機関における使用実態等

を踏まえ、検討を進める。

11)20代 への働きかけ

20代には、献血を経験したことがある方が多くいるが、その後リピータニドナ

ーにならず、献血行動からドロップアゥトする方が多い世代である。献血を体験

した方が、献血の意義を深く理解され、長期にわたリリピーター ドナーになって

いただける取組みを強化する。    _

これらの取組みの実施にあたっては、若年層献血者が多い諸外国での取組みも

参考にしつつ、行うものとする。

③ 献血することにより心の充足感が得られる環境を整える。
献血は相互扶助の精神に基づく尊ぃ行為であり、献血者一人一人の心の充足感が、

活動の大きな柱となつているょそのため、献血に協力いただけた方々が、心の充足

感をより得られ、安心快適に献血を行っていただける環境を一層整える。

貪

Ｕ

2 14年 )度までの
項 目 目標 年度

若年層の献血者数の増加

10代 〈注1)の献血率を 64%まで増加さ
せる。

6 0110

20代の献血率を84%ま で増加させる。 7 8%

安定的な集団献血の確保
集団献血等に協力いただける企業・団体

を50,000社 まで増加させる。
43,193社

複数回献血の増加
複数回献血者を年間 120万人まで増加さ

せる。
984,766メ、

Ｅ

Ｕ



平成 23年度の献血の推進に
関する計画 (案 )
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平成23年度の献血の推進に関する計画
前文

・ 本計画は、安全な血液製剤の安定供給の確保等に関する法律 (昭和 31年法律第 16
0号)第 10条第1項の規定に基づき定める平成23年度の献血の推進に関する計画で
あり、血液製斉」の安全性の向上及び安定供給の確保を歯るための基本的な方針 (平成2
0年厚生労働省告示第326号)に基づくものである。

第 ¬節 平成 23年度に献血により確保すべき血液の目標量

・
ノ灘孟也i[雌弓t:η ;i:1:し lm聯∫跨滲3)〕儡 喜り:;r;ダ
ルであり、それぞれ O o2万 リットル、54万 リットル、27万 リットル、17万 リ
ットルが製造される見込みである。・血真il:1菅T:警勇ず;「1豊慧なみ片£『」ξfTЪ現しヽ[■亀∴會瞑五りし倉
リットル及び血小板採血 35万 リットル)の計 207万 リットルの血液を献血により確
保する必要がある。

第 2節 前節の目標量を確保するために必要な措置に関する事項

前年度までの献血の実施状況とその評価を踏まえ、平成 23年度の献血推進計画にお
ける具体的な措置を以下のように定める。

¬ 献血に関する普及啓発活動の実施
。 国は、都道府県、市町村 (特別区を含む。以下同じ。)、 採血事業者等の関係者あ
協力を得て、献血により得られた血液を原料とした血液製斉Jの安定供給を確保し、そ
の国内自給を推進するとともに、広く国民に対し、治療に必要な血液製斉1の確保が相
互扶助と博愛精神による自発的な献血によって支えられてぃることや、血液製斉Jの適
正使用が求められていること等を含め、献血や血液製剤について国民に正確な情報を
伝え、その理解と献血への協力を求めるため、教育及び啓発を行う。
・ 都道府県及び市町村は、国、採血事業者等の関係者の協力を得て、より多くの住民
の献ュヘの参加を促進するため、対象となる年齢層や地域の実情に応じた啓発及び献
血推進組織の育成等を行うことにより、献血への関心を高めることが必要である。
・ 採血事業者は、国、都道府県、市町村等の関係者の協力を得て、献血者の安全性に

配慮するとともに、継続して献血に協力できる環境の整備を行うことが重要である。

このため、国、都道府県、市町村等の関係者と協力して効果的なキャンパーンを実施

すること等により、献血や血液製剤に関する‐層の理解と献血への協力を呼びかける

ことが求められる。

・ 国、都道府県、市町村、採血事業者及び医療関係者は、国民に対し、病気やケガの

ために輸血を受けた患者さんや、そのご家族の声を伝える等により、血液製斉Jがこれ
を必要とする患者への医療に欠くことのできない有限で貴重なものであることを含

め、献血や血液製斉」についての普及啓発を実施し、又はこれに協力することが必要で

ある。

・ 少子高齢化の進行による血液製斉」を必要とする患者の増加や献血可能人口の減少、
血液製斉」の利用実態等について正確な情報を伝え、献血者等の意見を踏まえつつ、こ

れらの情報提供や普及啓発の手法等の改善に努めることが必要である。
・ ュ液製剤の安全性の確保のための取組の一環として、感染症の検査を目的とした献
血を行わないよう、献血における本人確認や間診め徹底はもとより、平素から様々な
広報手段を用いて、国民に周知徹底する必要がある。
・ 国、都道府県、市町村及び採血事業者は、平成 22年 1月 27日 に実施された英国
滞在歴による献血制限の見直し及び平成 23年 4月 1日 に施行される採血基準の改
正について、国民に対して広幸Rを十分行い、献血への協力を求める必要がある。
・ これらを踏まえ、以下に掲げる献血推進のための施策を実施する。

① 効果的な普及啓発、献血者募集等の推進
血液製斉1について、国内自給が確保されることを基本としつつ、将来にわたって安
定的に供給される体制を維持するため、幼少期も含めた若年層、企業・団体、複数回

黙血者に対して、普及啓発の対象を明確にした効果的な活動や重点的な献血者募集を
実施し、以下の取組を行う。

<若年層を対象とした対策>
・ 国、都道府県、市町村及び採血事業者は、献血推進活動を行うボランティア組

織等の協力を得るとともに、機能的な連携を図ることにより、若年層の献血や血

液製剤に関する理解の促進及び献血体験の促進に組織的に取り組む。
・ 若年層への啓発には、若年層向けの雑誌、放送媒体、インターネット等を含む

様々な広報手段を用いて、同世代からの働きかけや、献血についての広告に国が

作成した献血推進キャラクターを活用する等、効果的な取組が必要である。
・ 特に10代層人の啓発には、採血基準の改正により、男性に限り400ミ リリ
.ッ トル全血採血が 17歳から可能となること等について情報を伝え、献血者の協
力を得る。

・ 子が幼少期にある親子に対し、血液の大切さや助け合いの′いについて、親子向

けの雑誌等の広報手段や血液センター等を活用して啓発を行 うとともに、親から

子へ献血や血液製斉」の意義を伝えることが重要であることから、地域の特性に応
じて採血所に託児体制を確保する等、親子が献血に触れ合う機会を設ける。
・ 国は、高校生を対象とした献血や血液製剤について解説した教材や中学生を対

l・



象とした血液への理解を促すポスターを作成し、都道府県、市町村及び採血事業
者と協力 して、これらの教材等を活用しながら、献血や血液製剤に関する理解を
深めるための普及啓発を行 う。

・ 都道府県及び市町村は、地域の実情に応 じて、若年層の献血人の関心を高める
ため、学校等において、ボランティア活動推進の観点を踏まえつつ献血や血液製
剤にっいての情報提供を行うとともに、献血推進活動を行うボランティア組織と
の有機的な連携を確保する。
・ 採血事業者は、その人材や施設を活用し、若年層べ献血の意義や血液製斉1につ
いて分かりやすく説明する「献血出前講座」や血液センター等での体験学習を積
極的に行い、正しい知識の普及啓発と協力の確保を図る。その推進に当たっては、
国と連携するとともに、都道府県、市町村及び献血推進活動を行うボランティア
組織等の協力を得る。

・ 採血事業者は、国及び都道府県の協力を得て、学生献血ボランティンとの更なる
連携を図り、大学等における献血の推進を促すとともに、将来、医療従事者になろ

うとする者に対して、多くの国民の献血によって医療が支えられている事実や血液
製剤の適正使用の重要性への理解を深めてもらうための取組を行う:

<50～ qO歳代を対象とした対策>
。 国及び採血事業者は、都道府県及び市町村の協力を得て、年齢別人口に占める献
血者の率が低い傾向にある50～ 60歳代の層に対し、血液製斉りの利用実態や献血
可能年齢等につぃて正確な情報を伝え、相互扶助の観点からの啓発を行い、献血者
の増加を図る。

・ 血小板成分採血について、採血基準の改正により、男性に限り69歳まで (ただ
し、65歳から69歳までの方については、60歳から64歳までの間に献血の経
験がゎる方に限る)可能となることについて情報を伝え、献血者の確保を図る。

<企業等における献血の推進対策 >
。 国及び採血事業者は、都道府県及び市町村の協力を得て、献血に協賛する企業
や団体を募 り、その社会貢献活動の一つとして、企業等における献血の推進を促

す。また、血液センター等における献血推進活動の展開に際し、地域の実情に貝ロ
した方法で企業等との連携強化を図り、企業等における献血の推進を図るための

呼びかけを行 うし

<複数回献血者対策>
。 国及び採血事業者は、都道府県及び市町村の協力を得て、複数回献血者の協力が

十分に得られるよう、平素から血液センターに登録された献血者に対し、機動的か
つ効率的に呼びかけを行う体制を帯築する。また、献血に継続的に協力が得られて
いる複数回献血者の組織化及びサービスの向上を図り、その増加に取り組むととも

に、献血の普及啓発活動に協力が得られるよう取り組む。

<献血推進キャンペーン等の実施 >
。 国は、献血量を確保しやすくするとともに、感染症等のリスクを低減させる等
の利点がある400ミ リリットル全血採血及び成分採血の推進及び普及のため、
都道府県及び採血事業者とともに、 7月 に「愛の血液助け合い運動」を、 1月 及
び 2月 に「はたちの献血」キャンペァンを実施するほか、血液の供給状況に応じ
て献血推進キャンペーン活動を緊急的に実施する。また、様々な広報手段を用い
て献血や血液製斉」に関する理解と献血への協力を呼びかけるとともに、献血場所
を確保するため、関係者に必要な協力を求める。
・ 都道府県、市町村及び採血事業者においても、これらの献血推進活動を実施する
ことが重要である。また、市町村においては、地域における催し物の機会等を活用
する等、積極的に取り組むことが望ましい。

② 献血運動推進全国大会の開催等
・ 国は、都道府県及び採血事業者とともに、献血により得られた血液を原料とし
た血液製斉」の国内自給を推進し、広く国民に献血や血液製斉1に関する理解と献血
への協力を求めるため、7月 に献血運動推進全国大会を開催するとともに、その
広報に努める。また、国及び都道府県は、献血運動の推進に関し積極的に協力し、
模範となる実績を示した団体又は個人に対し表彰を行う。

③ 献血推進運動中央連絡協議会の開催
。 国は、都道府県、市町村、採血事業者、献血推進活動を行うボランティア組織、
患者団体等の代表者の参加を得て、効果的な献血推進のための方策や献血を推進
する上での課題等について協議を行うため、献血推進運動中央連絡協議会を開催
する。

④ 献血推進協議会の活用
'都 道府県は、献血や血液製剤に関する住民の理解と献血への協力を求め、血液
事業の適正な運営を確保するため、採血事業者、医療関係者、商工会議所、教育
機関、報道機関等から幅広く参加者を募って、献血推進協議会を設置し、定期的
に開催することが求められる。市町村においても、同様の協議会を設置すること
が望ましいё

・ 都道府県峯び市町村は、献血推進協議会を活用し、採血事業者及び血液事業に

関わる民間組織等と連携して、都道府県献血推進計画の策定のほか、献血や血液

製斉」に関する教育及び啓発を検討するとともに、民間の献血推進組織の育成等を

行うことが望ましい。

⑤ その他関係者による取組
・ 官公庁、企業、医療関係団体等は、その構成員に対し、ボランティア活動であ
る献血に対し積極的に協力を呼びかけるとともに、献血のための休暇取得を容易
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にするよう配慮する等、進んで献血しやすい環境作りを推進することが望ましい。

2 献血者が安心して献血できる環境の整備
・ 採血事業者

は、献血の受入れに当たっては献血者に不快の念を与えないよう、丁寧

な処遇をすることに特に留意し、献血者の要望を把握するとともに、採血後の休憩ス

ペースを十分に確保する等、献血受入体制の改善に努める。また、献血者の個人情報

を保護するとともに、国の適切な関与の下で献血による健康被害に対する補償のため

の措置を実施する等、献血者が安心して献血できる環境整備を行う。

・ 捧血事業者は、特に初回献血者が抱いている不安等を払拭するため、採血の手順や
採血後の過ごし方等について、映像やリーフレット等を活用した事前説明を十分に行

い、献血者の安全確保を図る。

・ 採血事業者は、採血所における地域の特性に合わせたイメージ作りや移動採血車の
外観の見直し等、なお―層のイメージアップを図り、献血者の増加を図る。

・ 国及び都道府県は、採血事業者によるこれらの取組を支援することが重要である。

第3節 その他献血の推進に関する重要事項

¬ 献血の推進に際し、考慮すべき事項
① 血液検査による健康管理サービスの充実
・ 採血事業者は、献血制度の健全な発展を図るため、採血に際して献血者の健康

管理に資する検査を行い、献血者の希望を確認してその結果を通知する。また、

低色素により献血ができなかった献血申込者に対して栄養士による健康相談を実

施し、献血者の増加を図る。

・ 国は、採血事業者によるこれらの取組を支援する。また、献血者の健康管理に

資する検査の充実は献血の推進に有効であることから、本人の同意の上、検査結

果を健康診査、人間ドック、職域検査等で活用するとともに、地域における保健

指導にも用いることができるよう、周知又は必要な指導を行う。
・ 都道府県及び市町村は、これらの取組に協力する。

② 献血者の利便性の向上
・ 採血事業者は、安全性に配慮しつつ、効率的に採血を行うため、立地条件等を考

慮した採血所の設置、地域の実情に応した移動採血車による計画的採血等、献血者

の利便性及び安全で安心な献血に配慮した献血受人体制の整備及び充実を図る。
・ 都道府県及び市町村は、採血事業者と十分協議して移動採血車による採血等の日

程を設定し、そのための公共施設の提供等、採血事業者の献血の受入れに協力する

ことが重要である。

③ 血液製剤の安全性を向上するための対策の推進
。 国は、「輸血医療の安全性確保のための総合対策」に基づき、採血事業者と連携
し、献血者に対する健康管理サービスの充実等による健康な献血者の確保、献血者

の本人確認の徹底等の検査目的の献血の防止のための措置を講ずる等、善意の献血

者の協力を得て、血液製剤の安全性を向上するための対策を推進する。

④ 採血基準の在り方の検討
・ 国は、献血者の健康保護を第一に考慮しつつ、献血の推進及び血液の有効利用の

観′像から、採血基準の見直しの検討を行う。

⑤ まれな血液型の血液の確保
・ 採血事業者は、まれな血液型を持つ患者に対する血液製剤の供給を確保するた

め、まれな血/1■型を持つ者に対し、その意向を踏まえ、登録を依頼する。
・ 国は、まれなユ液型の血液の供給状況について調査する。

⑥ 200ミ リリットル全血採血の在り方の検討
・ 国は、200ミ リリットル全血採血の在り方について、医療機関における使用実
態等を踏まえ、検討を行う。

血液製剤の在庫水準の常時把握と不足時の的確な対応

・ 国、都道府県及び採血事業者は、赤血球製斉」等の在庫水準を常時把握し、在庫が不

足する場合又は不足が予測される場合には、その供給に支障を及ぼす危険性を勘案し、

国及び採ュ事業者が策定した対応マ■ュアルに基づき、早急に所要の対策を講ずるこ

とが重要である。

3 災害時等における献血の確保等    .
・ 国、都道府県及び市町村は、災害時等において献血が確保されるよう、採血事業
者と連携して必要とされる献血量を把握した上で、様々な広報手段を用いて、需要

に見合った広域的な献血の確保を行うとともに、製造販売業者等の関係者と連携し、

献血により得られた血液が円滑に現場に供給されるよう措置を講ずることが必要で

ある。また、採血事業者は、災害時における献血受入体制を構築し,広域的な需給
調整等の手順を定め、国、都道府県及び市町村と連携して対応できるよう備えるこ

とにより、災害時における献血の受入れに協力する。

4 献血推進施策の進捗状況等に関する確認と評価

` 国、都道府県及び市町村は、献血推進のための施策の短期的又は長期的な効果及び

進捗状況並びに採血事業者による献血の受入れの実績を確認し、その評価を次年度

の献血推進計画等の作成に当たり参考とする。また、必要に応じ、献血推進のための

施策を見直すことが必要である。                     ′
。 国は、献血推進運動中央連絡協議会等の機会を活用し、献血の推進及び受入れに関
し関係者の協力を求める必要性について献血推進活動を行 うボランティア組織と認

識を共有し、必要な措置を講ずる。                    ,
・ 採血事業者は、献血の受入れに関する実績、体制等の評価を行い、献血の推進に活



油 斗 か 。



献血推進計画 新旧対照表

平成 23年度献血推進計画 (案 ) 平成 22年度献血推進計画
前文              `

・ 本計画は、安全な血液製斉」の安定供給の確保等に関する法
律 (昭和 31年法律第 160号 )第 10条第 1項の規定に基
づき定める平成 2■年度の献血の推進に関する計画であり、
血液製剤の安全性の向上及び安定供給の確保を図るための

基本的な方針 (平成 20年厚生労働省告示第 326号 )に基
づくものである。

一弟 節 平成 2■年度に献血により確保すべき血液の目標量

平成 2■年度に必要と見込まれる輸血用血液製剤の量は、
全
豊暑
剤 0.02万 リ

ィ
トル、赤血本製剤

54万 リットル、
血 漿製斉127万 リットル、血小板製剤 17万 リットルであ
り、それぞれ0.02万 リットル、54万リットル、27万
リットル、17万リットルが製造曳争る見込みである。
さらに、確保されるべき原料血 漿 の量の目標を勘案する

ふ吉:〕::l糎 1■ 月 Ψ ;こ 添 赫 了揚 麟

ル及び血小板採血 35万 リントル)の計 207万 リットルの
血液を献血により確保する必要がある。

前文

。 本計画は、安全なュ液製剤の安定供給の確保等に関する法
律 (昭和 31年法律第 160号 )第 10条第 1項の規定に基
づき定める平成 22年度の献血の推進に関する計画であり、
血液製剤の安全性の向上及び安定供給の確保を図るための

基本的な方針 (平成 20年厚生労働省告示第 326号 )に基
づくものである。

1節 平成 22年度に献血により確保すべき血液の目標量

・ 平成 22年度に必要と見込まれる輸血用血液製剤の量は、
全
豊繁
斉10 02万 リットル、赤血球製剤 51万 リットル、

血 漿製斉126万 リントル、血/1ヽ板製斉」16万 リットルであ
り、 そオtぞオtO  o2万 リットル、 52万 リントル、 26万
リットル、 16万 リットルが製造される見込みである。
・ さらに、確保されるべき原料血 漿 の量の日標を勘案する

と、平成 22年度には、全血採血による 139万 リットル及
び成分採血による63万 リットル (血 漿採血 30万 リット
ル及び血小板採血 33万 リットル)の計 202万 リットルの
血液を献血により確保する必要がある。

第 2節 前節の目標量を確保するために必要な措置に関する事 l第 2節 前節の目標量を確保するために必要な措置に関する事
項

前年度までの献血の実施状況とその評価を踏まえ、平成 2

■年度の献血推進計画における具体的な措置を以下のよう

に定める。

1 献血に関する普及啓発活動の実施
。 国は、都道府県、市町村 (特別区を含む。以下同じ。)、
採血事業者等の関係者の協力を得て、献血により得られた

血液を原料とした血液製剤の安定供給を確保し、その国内

自給を推進するとともにt広 く国民に対し、治療に必要な
血液製斉Jの確保が相互扶助と博愛精神による自発的な献

血によって支えられていることや、血液製斉」の適正使用が

求められていること等を含め、献血や血液製剤について国

民に正確な情報を伝え、その理解と献血への協力を求める

ため、教育及び啓発を行 う。          .
・ 都道府県及び市町村は、国、採血事業者等の関係者の協
力を得て、より多くの住民の献血ヽの参加を促進するた

め、対象となる年齢層や地域の実情に応 じた啓発及び献血

推進組織の育成等を行 うことにより、献血への関心を高め

ることが必要である。
・ 採血事業者は、国、都道府県、市町村等の関係者の協力
を得て、献血者の安全性に配慮するとともに、継続して献

血に協力できる環境の整備を行うことが重要である。この

ため、国、都道府県、市町村等の関係者と協力して効果的

なキャンペーンを実施すること等により、献血や血液製剤

に関する―層の理解と献血への協力を呼びかけることが

求められる。

前年度までの献血の実施状況とその評価を踏まえ、平成 2

2年度の献血推進計画における具体的な措置を以下のよう
に定める。

献血に関する普及啓発活動の実施
。 国は、都道府県、市町村 (特別区を含む。以下同じ。)、

採血事業者等の関係者の協力を得て、献血により得られた

血液を原料とした血液製剤の安定供給を確保し、その国内

自給を推進するとともに、広く国民に対し、治療に必要な

血液製剤の確保が相互扶助と博愛精神による自発的な献

血によって支えられていることや、血液製剤の適正使用が

求められていること等を含め、献血や血液製剤について国

民に正確な情報を伝え、その理解と献血への協力を求める

ため、教育及び啓発を行う。
・ 都道府県及び市町村は、国、採血事業者等の関係者の協
力を得て、より多くの住民の献血への参加を促進するた

め、対象となる年齢層や地域の実情に応じた啓発及び献血

推進組織の育成等を行うことにより、献血への関心を高め

ることが必要である。
・ 採血事業者は、国、都道府県、市町村等の関係者の協力
を得て、献血者の安全性に配慮するとともに、継続して献
血に協力できる環境の整備を行うことが重要である。この

ため、国、都道府県、市町村等の関係者と協力して効果的
なキャンペーンを実施すること等により、献血や血液製剤
に関する一層の理解と献血への協力を呼びかけることが

求められる。    ′

項



国、都道府県、市町村、採血事業者及び

…
国民に対 し、

聖二i⊇ ご家族の声を伝える等により 血液製剤がこれを
必要とする患者への医療に欠くことのできない有限で貴
重なものであることを含め、献血ゃ血液製斉1についての普
及啓発を実施 し、又はこれに協力する

上 鰤 齢化のi韮行 :こ上金血壺整逮塑型壁Jヱ量壺⊇
増加ゃ献血可 ll― △回の減少、fll液製測の利用実態等につい

玉螂 報を伝え、献血者等の意見を踏まえつっ、これ′

上∠盛肇囲生基や普及啓発の手法等の改善に努めることが
必要である.

上 血液製剤の安全性の確保のための取組の一環として、感
染症の検奪を目的とした献血を行わないよう、献血におけ
る本人確認や問診の徹底はもとより、平素から様々な広報
手段を用いて、国民に周知徹底する必要がある。
・ 国、都道府県、市町村及び採血事業者は、平成 22年 1
月 27日 に実施された英国滞在歴による献血制限の見直
し及び平成 23年 4月 1日 に施行される採血基準の改正
について、国民に対して広報を十分行い、献血への協力を
求める必要がある。
。 これらを踏まぇ、以下に掲げる献血推進のための施策を
実施する。

① 効果的な普及啓発、献血者募集等の推進
血液製斉1について、国内自給が確保されることを基本と
しつつ、将来にわたって安定的に供給される体制を維持す
るため、幼少期も含めた若年層、企業・団体、複数回献血
者に対して、普及啓発の対象を明確にした効果的な活動や
重点的な献血者募集を実施し、以下の取組を行 う。

・ 国、都道府県、市町村、採血事業者及び医療関係者は、
国民に対し、血液製剤がこれを必要とする患者への医療に
欠くことのできない有限で貴重なものであることを含め、
献血や血液製斉1についての普及啓発を実施し、又はこれに

協力するとともに、少子高齢化の進行による血液製剤を必
要とする患者の増加や献血可能人口の減少、変異型クロイ
ツフェル ト・ヤコブ病の発生に伴う献血制限等の献血をめ
ぐる環境の変化、血液製斉Jの利用実態等について正確な情
報を伝え、献血者等の意見を踏まえつつ、これらの情報提
供や普及啓発の手法等の改善に努めることが必、要である。

事た、血液製剤の安全性の確保のための取組の 一環とし
て、感染症の検査を目的とした献血を行わないよう、献血
における本人確認や間診の徹底はもとより、平素から様々

な広報手段を用いて、国民に周知徹底する必要がある。

・ 国、都道府県、市町村及び採血事業者は、平成 22年 1
月 27日 に実施された英国滞在歴による献血制限の見直
し及び平成 23年 4月 1日 に施行される採血基準の改正
について、国民に対して広報を十分行い、献血への協力を
求める必要がある。
・ これらを踏まえ、以下に掲げる献血推進のためのた策を
実施する。

① 効果的な普及啓発、献血者募集等の推進
血液製剤について、国内自給が確保されることを基本と
しつつ、将来にわたって安定的に供給される体制を維持す
るため、幼少期も含めた若年層、企業・団体、複数回献血
者に対して、普及啓発の対象を明確にした効果的な活動や

婁ホ的な献血者募集を実施 し、以下の取組を行う。

<若年層を対象とした対策>
。 国、都道府県、市町村及び採血事業者は、献血推進活
動を行 うボランティア組織等の協力を得るとともに、機
能的な連携を図ることにより、若年層の献血や血液製剤
に関する理解の促進及び献血体験の促進に組織的に取
り組む。
・ 若年層への啓発には、若年層向けの雑誌、放送媒体、
インターネット等を含む様々な広報手段を用いて、同世
代からの働きかけや、献血についての広告に国が作成 し
た献血推進キャラクターを活用する等、効果的な取組が
必要である。

二_生二上立代層への啓発には、採血基準の改正により、
男性に限り400ミ リリットル全血採血が 17歳から

ー
に
・ 子が幼少卿にある親子に対し、血液あ大切さや助け合
いの心について、親子向けの雑誌等の広報手段や血液セ
ンター等を活用して啓発を行 うとともに、親から子へ献
血や血液製斉りの意義を伝えることが重要であることか
ら、地域の特性に応 じて採血所に託児体制を確保する
等、親子が献血に触れ合う機会を設ける。
・ 国は、高校生を対象とした献血や血液製剤について解
説した教材や中学年を対象とした血液への理解を促す
ポスターを作成し、都道府県、市町村及び採血事業者と
協力して、これらの教材等を活用しながら、献血や血液
製剤に関する理解を深めるための普及著発を行う。
・ 都道府県及び市町村は、地域の実情に応じて、若年層

<若年層を対象とした対策>
・ 国、都道府県、市町村及び採血事業者は、献血推進活
動を行うボランティア組織等の協力を得るとともに、機
能的な連携を図ることにより、若年層の献血や血液製剤
に関する理解の促進及び献血体験の促進に組織的に取
り組む。
・ 若年層への啓発には、若年層向けの雑誌、放送媒体、
インターネット等を含む様々な広報手段を用いて、献血
についての広告に国が作成 した献血推進キャラクター

を活用する等、効果的な取組が必要である。

・ 子が幼少期にある親子に対し、血液の大切さや助け合
いの心について、親子向けの雑誌等の広報手段や血液セ
ンター等を活用して啓発を行うとともに、親から子へ献
血や血液製剤の意義を伝えることが重要であることか
ら、地域の特性に応 じて採血所に託児体制を確保する
等、親子が献血に触れ合う機会を設ける。
・ 国は、高校生を対象とした献血や血液製斉1について解
説した教材や中学生を対象とした血液への理解を促す
ポスターを作成し、都道府県、市町村及び採血事業者と
協力して、これらの教材等を活用しながら、献血や血液
製剤に関する理解を深めるための普及啓発を行う。
: 都道府県及び市町村は、地域の実情に応じて、若年層

2献典への関心を高めるため、学校等において、ボラン 9献血への関心を高めるため、学校等において、ボラン



ティア活動推進の観点を踏まえつつ献血や血液製剤に

ついての情報提供を行 うとともに、献血推進活動を行 う

ボランティア組織との有機的な連携を確保する。
・ 採血事業者は、その人材や施設を活用し、若年層全献

血の意義や血液製斉」について分かりやすく説明する「献

血出前講座」や血液ヤンター等での体験学習を積極的に

行い、正しい知識の普及啓発と協力の確保を図る。その

推進に当たっては、国と連携するとともに、都道府県、

市町村及び献血推進活動を行 うボランティア組織等の

協力を得る。
・ 採血事業者は、国及び都道府県の協力を得て、学生献
血ボランティアとの更なる連携を図り、大学等における

献血の推進を促すとともに、将来、医療従事者になろう

とする者に対して、多くの国民の献血によって医療が支

えられている事実や血液製斉」の適正使用の重要性への

理角子を深めてもらうための取組を行 う。

<50～ 60歳代を対象とした対策 >
。 国及び採血事業者は、都道府県及び市町村の協力を得
て、年齢別人口に占める献血者の率が低い傾向にある 5

0～ 60歳代の層に対し、血液製剤の利用実態や献血可
能年齢等について正確な情報を伝え、相互扶助の観点か

らの啓発を行い、献血者の増加を図る。
・ 血小板成分採血について、採血基準の改正により、男

⊇
方については、60歳から64歳 までの間に献血の経験

ティア活動推進の観点を踏まえつつ献血や血液製剤に

ついての情報提供を行うとともに、献血推進活動を行う

ボランティア組織との有機的な連携を確保する。
・ 採血事業者は、その人材や施設を活用し、若年層へ献

血の意義や血液製剤について分かりやすく説明する「献

血出前講座Jや血液センター等での体験学習を積極的に

行い、正しい知識の普及啓発と協力の確保を図る。その

推進に当たっては、国と連携するとともに、都道府県、

市町村及び献血推進活動を行 うボランティア組織等の

協力を得る。
・ 採血事業者は、国及び都道府県の協力を得て、学生献

血ボランティアとの更なる連携を図り、大学等における

献血の推進を促すとともに、1子来、医療従事者になろう

とする者に対して、多くの国民の献血によって医療が支

えられている事実や血液製剤の適正使用の重要性への

理解を深めてもらうための取組を行 う。

<50～ 60歳代を対象とした対策 >
。 国及び採血事業者は、都道府県及び市町村の協力を得
て、年齢別人口に占める献血者の率が低い傾向にある5
0～ 60歳代の層に対し、血液製剤の利用実態や献血可
能年齢等について正確な情報を伝え、相互扶助の観点か

らの啓発を行い、献血者の増加を図る。

く企業等における献血の推進対策>
。 国及び採血事業者は、都道府県及び市町村の協力を得
て、献血に協賛する企業や団体を募り、その社会貢献活

動の一つとして、企業等における献血の推進を促す。ま

た、血液センター等における献血推進活動の展開に際

し、地域の実情に即した方法で企業等との連携強化を図

り、企業等における献血の推進を図るための呼びかけを

イ子う。      |

<複数回献血者対策 >
・ 国及び採血事業者は、都道府県及び市町村の協力を得
て、複数回献血者の協力が十分に得られるよう、平素か

ら血液センターに登録された献血者に対し、機動的かつ

効率的に呼びかけを行 う体制を構築する。また、献血に

継続的に協力が得 られている複数回献血者の組織化及

びサこビスの向上を図 り、その増加に取 り組むととも

に、献血の普及啓発活動に協力が得られるよう取 り組

dコ|。

<献血推進キャンペーン等の実施 >
。 国は、献血量を確保しやすくするとともに、感染症等

のリスクを低減させる等の利点がある400ミ ソリッ
トル全血採血及び成分採血の推進及び普及のため、都道

府県及び採血事業者とともに、7月 に「愛の血液助け合

い運動」を、1月 及び 2月 に「はたちの献血」キャンペ

ーンを実施するほか、血液の供給状況に応じて献血推進

キャンペーン活動を緊急的に実施する。また、様々な広

<企業等における献血の推進対策>
。 国及び採血事業者は、都道府県及び市町村の協力を得

て、献血に協賛する企業や団体を募 り、その社会貢献活

動の一つとして、企業等における献血の推進を促す。ま

た、血液センター等における献血推進活動の展開に際

し、地域の実情に即した方法で企業等との連携強化を図

り、企業等における献血の推進を図るための呼びかけを

イテう。

<複数回献血者対策 >
: 国及び採血事業者は、都道府県及び市町村の協力を得
て、複数回献血者の協力が十分に得られるよう、平素か

ら血液センターに登録された献血者に対し、機動的かつ

効率的に呼びかけを行 う体制を構築する。また、献血に

継続的に協力が得 られている複数回献血者の組織化及

びサービスの向上を図りtそ の増加に取り組むととも
に、献血の普及啓発活動に協力が得られるよう取り組

む 。

<献血推進キャンペーン等の実施 >
。 国は、献血量を確保 じやすくするとともに、感染症等
のリスクを低減させる等の利点がある400ミ リリッ
トル全血採血及び成分採血の推進及び普及のため、都道

府県及び採血事業者とともに、7月 に「愛の血液助け合

い運動Jを、1月 及び 2月 に「はたちの献血」キャンペ

ーンを実施するほか、血液の供給状況に応じて献血推進

キャンペーン活動を緊急的に実施する。また、様々な広



報手段を用いて献血や血液製斉」に関する理解 と献血ヘ

の協力を呼びかけるとともに、献血場所を確保するた
め、関係者に必要な協力を求める。
・ 都道府県、市■「村及び採血事業者において 1)、 これら
_の献血推進活動を実施することが重要である。また、市

卸 ¨ 墨

…② 献血運動推進全国大会の開催等
・ 国は、都道府県及び採血事業者とともに、献血によ
り得られた血液を原料とした血液製斉」の国内自給を
推進し、広く国民に献血や血液製斉1に関する理解と献
血への協力を求めるため、7月 に献血運動推進全国大
会を開催するとともに、その広報に努める。また、国
及び都道府県は、献血運動の推進に関し積極的に協力
Lン、模範となる実績を示した団体又は個人に対し表彰
をイテう。

③ 献血推進運動中央連絡協議会の開催
・ 国は、都道府県、市町村、採血事業者、献血推進活
動を行 うボランティア組織、患者団体等の代表者の参
加を得て、効果的な献血推進のための方策や献血を推
進する上での課題等について協議を行うため、献血推
進運動中央連絡協議会を開催する。

④ 献血推進協議会の活用
・ 都道府県は、献血や血液製剤に関する住民の理解と
献血への協力を求め、血液事業の適正な運営を確保す
るため、採血事業者、医療関係者、商工会議所、教育
機関、報道機関等から幅広く参加者を募って、献血推
進協議会を設置し、定期的に開催することが求められ

報手段を用いて献血lや血液製斉」に関する理解と献血ヘ

の協力を呼びかけるとともに、献血場所を確保するた

め、関係者に必要な協力を求める。 |
。 都道府県、市町村及び採血事業者は、これらの献血推
4進活動を実施することが重要である。

② 献血運動推進全国大会の開催等
。 国は、都道府県及び採血事業者とともに、献血によ
り得られた血液を原料とした血液製剤の国内自給を
推進し、広く国民に献血や面L液製剤に関する理解と献
血への協力を求めるため、7月 に献血運動推進全国大
会を開催するとともに、その広報に努める。また、国
及び都道府県は、献血運動の推進に関し積極的に協力
し、模範となる実績を示した団体又は個人に対し表彰
をイテう。

③ 献血推進運動中央連絡協議会の開催
。 国は、都道府県、市町村、採血事業者、献血推進活
動を行うボランティア組織、患者団体等の代表者の参

力月を得て、効果的な献血推進のための方策や献血を推
進する上での課題等について協議を行うため、献血推
進運動中央連絡協議会を開催する。
④ 献血推進協議会の活用
・ 都道府県は、献血や血液製剤に関する住民の理解と
献血への協力を求め、血液事業の適正な運営を確保す

るため、採血事業者、医療関係者、商工会議所、教育
機関、報道機関等から幅広く参加者を募って、献血推
進協議会を設置し、定期的に開催することが求められ

る。市町村においても、同様の協議会を設置すること
が望ましい。
・ 都道府県及び市町村は、献血推進協議会を活用し、
採血事業者及び血液事業に関わる民間組織等と連携
して、都道府県献血推進計画の策定のほか、献血や血
液製斉」に関する教育及び啓発を検討するとともに、民

間の献血推進組織の育成等を行うことが望ましい。
⑤ その他関係者による取組
・ 官公庁、企業、医療関係団体等は、その構成員に対
し、ボランティア活動である献血に対し積極的に協力
を呼びかけるとともに、献血のための体暇取得を容易
にするよう配慮するなど、進んで献血しやすい環境作

りを推進することが望ましい。

2 献血者が安心して献血できる環境の整備
・ 採血事業者は、献血の受入れに当たっては献血者に不快
の念を与えないよう、丁寧な処遇をすることに特に留意
し、献血者の要望を把握するとともに、採血後の休憩ス人
―スを十分に確保する等、献血受入体制の改善に努める。
また、献血者の個人情報を保護するとともに、国の適切な
関与の下で献血による健康被害に対する補償のための措
置を実施する等、献血者が安心して献血できる環境整備を
行う。

映像やリーフレット等を活用 した事前説明を十分に行い、
献血者の安全確保を図る。
採血事業者は、採血所における地域の特性に合わせたイ 採血事業者は、採血所における地域の特性に合わせたィ

る。市町村においても、同様の協議会を設置すること
が望ましい。
・ 都道府県及び市町村は、献血推進協議会を活用し、
採血事業者及び血液事業に関わる民間組織等と連携
して、都道府県献血推進計画の策定のほか、献血や血
液製斉」に関する教育及び啓発を検討するとともに、民
間の献血推進組織の育成等を行 うことが望ましい。

⑤ その他関係者による取組
・ 官公庁、企業、医療関係団体等は、その構成員に対
し、ボランティア活動である献血に対し積極的に協力
を呼びなける|と もに、献血のための体暇取得を容易
にするよう配慮するなど、進んで献血しやすい環境作
りを推進することが望ましい。

献血者が安心して献血できる環境の整備
・ 採血事業者は、献血の受入れに当たっては献血者に不快
の念を与えないよう、丁寧な処遇をすることに特に留意
し、献血者の要望を把握するとともに、採血後の休憩スペ

ースを十分に確保する等、献血受人体制の改善に努める。
また、献血者の個人情報を保護するとともに、国の適切な
_関与の下で献血による健康被害に対する補償のための措
置を実施する等、献血者が安心して献血できる環境整備を
行 う。



メージ作りや移動採血車の外観の見直し等、なお―層のイ

メージアップを図り、献血者の増加を図る。
・国及び都導府県は、採血事業者によるこれらの取組を支援

することが重要である。

第 3節  その他献血の推進に関する重要事項

1 献血の推進に際し、考慮すべき事項
①・ 血液検査による健康管理サービスの充実
・ 採血事業者は、献血制度の健全な発展を図るため、採
血に際して献血者の健康管理に資する検査を行い、献血
者の希望を確認して、その結果を通知する。また、低色

主により献血ができなかった献血申込者に対して栄養
士による健康相談を実施し、献血者の増加を図る。
。 国は、採血事業者によるこれらの取組を支援する。ま
た、献血者の健康管理に資する検査の充実は献血の推進
に有効であることかい、本人の同意の上、検査結果を健
康診査、人間 ドック、職域検査等で活用するとともに、
地域における保健指導にも用いることができるよう、周
知又は必要な指導を行う。
・ 都道府県及び市町村は、これらの取組に協力する。
② 献血者の利便性め向上
・ 採血事業者は、安全性に配慮しうつ、効率的に採血を
1行 うため、立地条件等を考慮した採血所の設置、地域の

実情に応じた移動採血車による計画的採血等、献血者の

利便性及び安全で安心な献血に配慮した献血受入体制
の整備及び充実を図る。
・ 都道府県及び市町村は、採血事業者と十分協議して移

メージ作りや移動採血車の外観の見直し等、なお一層のイ
メージアップを図り、献血者の増加を図る。
・国及び都道府県は、採血事業者によるこれらの取組を支援
することが重要である。

第 3節 その他献血の推進に関する重要事項

¬ 献血の推進に際し、考慮すべき事項
① 血液検査による健康管理サービスの充実
。 採血事業者は、献血制度の健全な発展を図るため、採
血に際して献血者の健康管理に資する検査を行い、献血

者の希望を確認 して、その結果を通知する。また、低比

重により献血ができなかった献血申込者に対して栄養
士による健康相談を実施 し、献血者の増加を図る。
・ 国は、採血事業者によるこれらの取組を支援する。ま
た、献血者の健康管理に資する検査の充実は献血の推進
に有効であることから、本人の同意の上、検査結果を健
康診査、人間 ドック、職域検査等で活用するとともに、
地域における保健指導にも用いることができるよう、周
知又は必要な指導を行 う。
・ 都道府県及び市町村は、これらの取組に協力する。
② 献血者の利便性の向上
・ 採血事業者は、安全性に配慮しつつ、効率的に採血を
行 うため、立地条件等を考慮した採血所の設置、地域の

実情に応 じた移動採血車による計画的採血等(献血者の

利便性及び安全で安′らな献血に配慮 した献血受入体制
の整備及び充実を図る。

都道府県及び市町村は、採血事業者と十分協議して移

動採血車による採血等の日程を設定し、そのための公共

施設の提供等、採血事業者の献血の受入れに協力するこ

とが重要である。

③ 血液製剤の安全性を向上するための対策の推進
。 国は、「輸血医療の安全性確保のための総合対策」に
'基づき、採血事業者と連携 し、献血者に対する健康管理
サービスの充実等による健康な献血者の確保、献血者の

本人確認の徹底等の検査目的の献血の防止のための措

置を講ずる等、善意の献血者の協力を得て、血液製剤の

安全性を向上するための対策を推進する。

④ 採血基準の在り方の検討
。 国は、献血者の健康保護を第一に考慮しつつ、献血の
推進及び血液の有効利用の観点から、採血基準の見直し
の検討を行う。

⑤ まれな血液型の血液の確保
・ 採血事業者は、まれな血液型を持つ患者に対する血液
製剤の供給を確保するため、まれな血液型を持つ者に対
し、その意向を踏まえ、登録を依頼する。
。 国は、まれな血液型の血液の供給状況について調査す
る。

⑥ 200ミ リリットル全血採血の在り方の検討
, 国1ま、200菫 リリットル全血採血の在り方について、
医療機関にお1ナ る使用実態等を踏まえ、検討を行う。

血液製剤の在庫水準の常時把握と不足時の的確な対応
。 国、都道府県及び採血事業者は、赤血球製剤等の在庫水
準を常時把握し、在庫が不足する場合又は不足が予測され
る場合には、その供給に支障を及ぼす危険性を勘案し、国

動採血車による採血等の日程を設定し、そのための公共
施設の提供等、採血事業者の献血の受入れに協力するこ
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基づき、採血事業者と連携 し、献血者に対する健康管理

サービスの充実等による健康な献血者の確保、献血者の

本人確認の徹底等の検査目的の献血の防止のための措

置を講ずる等、善意の献血者の協力を得て、血液製剤の

安全性を向上するための対策を推進する。

④ 採血基準の在り方の検討
。 国は、献血者の健康保護を第一に考慮しつつ、献血の

推進及び血液の有効利用の観点から、採血基準の見直し

を行う。

⑤ まれな血液型の血液の確保
。 採血事業者は、まれな血液型を持つ患者に対する血液
製斉Jの供給を確保するため、まれな血液型を持つ者に対
し、その意向を踏まえ、登録を依頼する。
。 国は、まれな血液型の血液の供給状況について調査す
る。

血液製lllの在庫水準の常時把握と不足時の的確な対応

' 国、都道府県及び採血事業者は、赤血球製斉J等の在庫水
準を常時把握 し、在庫が不足する場合又は不足が予測され

る場合には、その供給に支障を及ぼす危険性を勘案し、国



及び採血事業者が策定した対応マニュアルに基づき、早急
に所要の対策を講ずることが重要である。

災害時等における献血の確保等
・ 国、都道府県及び市町村は、災害時等において献血が
確保されるよう、採血事業者と連携して必要とされる献
血量を把握 した上で、様々な広報手段を用いて、需要に

見合った広域的な献血の確保を行 うとともに、製造販売

業者等の関係者と連携 し、献血により得られた血液が円
滑に現場に供給されるよう措置を講ずることが必要であ

る。また、採血事業者は、災害時における献血受入体制
を構築し、広域的な需給調整等の手順を定め、国、都道
府県及び市町村と連携 して対応できるよう備えることに
より、災害時における献血の受入れに協力する。

献血推進施策の進 捗 状況等に関する確認と評価

国、都道府県及び市町村は、献血推進のための施策の短

期的又は長期的な効果及び進 捗 状況並びに採血事業者に

よる献血の受入れの実績を確認 し、その評価を次年度の献

血推進計画等の作成に当たり参考とする。また、必要に応

じ、献血推進のための施策を見直すことが必要である。

国は、献血推進運動中央連絡協議会等の機会を活用し、
献血の推進及び受入れに関し関係者の協力を求める必要
性について献血推進活動を行 うボランティア組織と認識
を共有し、必要な措置を講ずる。

採血事業者は、献血の受入れに関する実績、体制等の評

及び採血事業者が策定した対応マニュアルに基づき、早急

に所要の対策を講ずることが重要である。

3 災害時等における献血の確保等
・  国、都道府県及び市町村は、り芝害時等において献血が
確保されるよう、採血事業者と連携 して必、要とされる献

血量を把握 した上で、様々な広報手段を用いて、需要に

見合った広域的な献血の確保を行 うとともに、製造販売

業者等の関係者と連携 し、献血により得られた血液が円

滑に現場に供給されるよう措置を講ずることが必要であ

る。また、採血事業者は、災害時における献血受入体制

を構築 し、広域的な需給調整等の手1原を定め、国、都道

府県及び市町村と連携 して対応できるよう備えることに

より、災害時における献血の受入れに協力する。

4 献血推進施策の進 捗 状況等に関する確認と評価
。 国、都道府県及び市町村は、献血推進のための施策の短

期的又は長期的な効果及び進 捗 状況並びに採血事業者に

よる献血の受入れの実績を確認し、その評価を次年度の献

血推進計画等の作成に当たり参考と|する。また、必要に応

じ、献血推進のための施策を見直すことが必要である。

・ 国は、献血推進運動中央連絡協議会等の機会を活用し、
献血の推進及び受入れに関し関係者の協力を求める必要
性について献 I征推進活動を行 うボランティア組織と認識

を共有し、Z、要な措置を講ずる。
・ 採血事業者は、献血の受入れに関する実績、体制等の評

価を行い、献血の推進に活用する。 価を行い、献血の推進に活用する。


